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１年間に０時間 3 0 3
１時間 5 2 3
1.5時間 1 0 1
２時間 12 6 6
３時間 10 4 6
４時間 4 0 4
５時間 3 3 0
６時間 1 1 0
８時間 1 1 0
10時間 2 2 0
無回答 2 1 1





増えた 4 2 2
変わらない 40 18 22
減った 0 0 0





特別講義の時間 7 4 3
オリエンテーションの時間 9 7 2
臨床実習の時間 6 5 1
その他 31 16 15





工夫している 27 15 12
工夫していない 17 5 12



























































時間がとれない 20 6 14
指導できる人がいない 13 6 7
教材がない 10 4 6
教職員間で防災教育に対する意
識に差がある 11 8 3
その他 3 1 2
特にない 11 5 6
無回答 2 2 0





実施している 30 15 15

































大規模地震の被災地での体験談 27 15 12
他の理療科での防災教育の取り
組み 35 16 19
周辺地域のハザードマップなど
危機管理に役立つ情報 33 15 18
その他 2 2 0





教職員のみで実施している 4 3 1
講師を招いて実施している 4 2 2
研修会は実施していないが、外
部の講習会への参加を奨めてい 4 2 2
る
その他 4 1 3
実施していない 22 8 14





マニュアルを活用している 7 3 4
都道府県発行の防災マニュアル
を活用している 14 7 7
学校独自のマニュアルを活用し
ている 28 17 11
視覚障害者団体の発行している
マニュアルを活用している 4 2 2
マニュアルはないが専門書を活
用している 1 1 0
その他 3 1 2
特にない 10 2 8





適切な教材がない 15 5 10
時間が十分にとれない 26 9 17
指導者がいない 11 5 6
その他 2 0 2
特にない 7 5 2
無回答 5 4 1
表９　教職員が防災教育の指導法を学ぶ上で、
課題となるのはどのような点だと思わ
れますか。（複数回答可）
ｎ＝45 単位：校
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みられたのではないかと推察される。
防災教育を実施している時間は、オリエン
テーション時や避難訓練時、ホームルーム時
など、回答にばらつきがみられた。また、教
科以外の時間に防災教育を実施している学校
が多く、各教科の中に防災教育を取り入れて
いる盲学校がまだ少数であることが分かる。
防災教育を取り入れる際の課題として、
「時間がとれない」、「指導できる人がいな
い」、「教職員間で防災教育の意識に差があ
る」、「教材がない」といった課題が挙げられ
た。その中でも「時間がとれない」との回答
が多かったことから、理療科では新たに防災
教育の時間を確保することは難しいと考えら
れる。本研究の第１報5）で、ほとんどの学校
で東日本大震災後も避難訓練の回数が変わっ
ていないことが明らかになっており、現状で
は、避難訓練や防災教育のための時間を増や
すことは難しく、今後、現在のカリキュラム
の中で、どのように防災教育や理療科独自の
施設である臨床室を想定した避難訓練を取り
入れていくかの検討が必要であると考えられ
る。
２．教職員に向けた防災教育の取り組み
本調査で、防災教育の指導法に関する研修
会を実施していないと回答した学校は全体の
48.9％、外部の講習会への参加を勧めてい
る学校は8.9％であった。文部科学省が、平
成24年１月に被災３県（岩手、宮城、福島）
の国公立幼稚園、小学校、中学校、高等学
校、中等教育学校、特別支援学校を対象に行
った、東日本大震災における学校等の対応等
に関する調査報告11）では、「教職員の研修は
実施していなかった」が30.1％、「県や市町
村主催の研修への派遣していた」が47.8％
で、両者を比較するといずれも理療科におい
て防災教育の研修会への取り組みに対して消
極的な姿勢がみられた。上記の報告11）では、
教職員が防災に関わる研修に参加したことに
より、震災時の避難行動、避難誘導の円滑さ
や防災意識の高まり、教職員同士の協調性な
どに効果があったと報告されている。
「生きる力」を育む防災教育の展開6）の中
で、教職員に対し、教職員の防災に関する意
識を啓発し、防災教育に関する指導力の向上
を図るため、防災教育・防災管理に関する教
職員の研修を計画し実施する、とされてお
り、理療科においても、教職員に向けた防災
に関わる研修の計画・実施が求められる。
教職員が防災教育の指導法を学ぶ上での課
題として、最も多く挙げられているのは、
「時間が十分にとれない」であった。その他
の課題として、「適切な教材がない」、「指導
者がいない」、の２点が挙げられる。これら
の課題は、教職員の研修に特別支援教育の専
門性を備えた防災教育の指導法を取り入れる
ことで改善できるものと思われる。
現在、防災教育を指導する際の教材につい
ては、独自のマニュアルを活用している学校
が多いことが明らかになった。これに加え、
理療科で防災教育を行う際には、「大規模地
震の被災地での体験談」や、「他の理療科で
の防災教育の取り組み」、「周辺地域のハザー
ドマップ」など、危機管理に役立つ情報を必
要としていることが分かった。盲学校間で防
災対策に関する情報や意見を交換する機会を
設けることによって、各盲学校の防災教育の
充実や防災対策の強化につながるのではない
だろうか。
周辺地域のハザードマップについては、各
盲学校理療科での災害への取り組みと同等に
関心が高かった。また、45校中44校が立地
する市区町村でハザードマップが作成されて
おり12）、今後の防災教育に活用できるのでは
ないかと考えられる。遠藤らの報告13）によ
ると、郡山市のある学校では、教職員研修の
中で、自治体が作成している洪水・土砂災害
ハザードマップを用いて、校区の災害危険性
を確認する災害図上訓練が取り入れられてお
り、盲学校の教職員・生徒への防災教育にお
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いても、このような周辺地域のハザードマッ
プを活用した災害図上訓練は防災教育の方法
として有用であると考える。しかし、ハザー
ドマップの想定と実際の被害には相違があ
り、ハザードマップの想定にとらわれると対
策や避難が遅れてしまうことも考えられる。
各盲学校では、ハザードマップの想定を超え
る被害や各学校の実情を考慮した対策が必要
である。
平成25年２月には、筑波大学理療科教員養
成施設を中心に、東日本大震災の被災を経験
した岩手県、福島県、茨城県の盲学校教員、
筑波大学附属視覚特別支援学校が連携し、
「盲学校理療科教員に向けた地震対策マニュ
アル」を発行して、盲学校臨床室における地
震対策、鍼灸マッサージよる支援、理療科に
おける防災教育などについて記載している14）。
本研究を踏まえ、理療科における今後の課
題に対して、以下のことを提言する。
１）周辺で起こりうる二次災害など盲学校の
所在する地域により違いがあり、地域特性
を考慮した避難訓練や防災教育を各学校で
実施する。
２）防災教育に関する指導力の向上を図るた
め、理療科においても教職員に向けた防災
教育・防災管理に関する研修を計画・実施
する。
３）他の都道府県の盲学校理療科や地域との
連携を通じた防災教育を取り入れる。
４）盲学校の授業の中で防災教育を行う必要
がある。
Ⅴ．結語
盲学校理療科主任を対象に行ったアンケー
ト調査の結果より、理療科における大規模地
震対策の現状として、以下のことが明らかに
なった。
今回行った防災教育に関する調査では、
１）東日本大震災で震度５以上を観測した都
道府県を所在地とする学校と震度４以下を
観測した都道府県を所在地とする学校で差
はみられなかった。
２）約７割の理療科で、学校独自のマニュア
ルを防災教育の教材として活用していた
が、津波などを含めたより実際的なマニュ
アルを検討する必要があった。
３）約８割の学校で、他の理療科での防災教
育の取り組みや周辺地域のハザードマップ
などの危機管理に役立つ情報も必要として
いた。
20 視覚特別支援学校（盲学校）理療科における大規模地震対策の現状に関する調査研究（第２報）
18，2015
６）文部科学省：学校防災のための参考資料「生きる力」を育むための防災教育の展開．2013
７）社会福祉法人日本盲人社会福祉施設協議会：みんなで知っ得「助かる」「助ける」視覚障
害者のための防災対策マニュアル．2010
８）社会福祉法人日本盲人福祉委員会：災害時の視覚障害者支援者マニュアル．2012
９）社会福祉法人日本盲人福祉委員会：災害時の視覚障害者支援体制マニュアル．2012
）文部科学省：学校保健安全法．2008
）文部科学省：東日本大震災における学校等の対応等に関する調査研究報告．2012　
）国土交通省：ハザードマップポータルサイト　http://disapotal.gsi.go.jp/
）遠藤智和：学校防災における防災教育の推進モデル開発．岐阜大学教育学部教師教育研
究，265-276，2014
）筑波大学理療科教員養成施設：盲学校理療科教員に向けた地震対策マニュアル．2013
）太田好乃，牛山素行：地域特性と学校防災教育の関係について．自然災害科学，28（3）；
249-257，2009
）坂本真理：学校安全からの学校防災教育アプローチの可能性．社会安全科学研究，創刊号；
207-218，2011
